部局長とＰＴの議論資料
〔主要検討事業９〕
【○事務事業、出資法人、公の施設】

	項目名
	公立大学法人大阪府立大学運営費交付金

	部局の考え方
	　〔ＰＴ案の概要〕
○見直しの考え方
  ・府の事務事業等の見直しを参考に、支出額の見直し。
  ・２０年度から入学料の見直し。２１年度以降の授業料値上げを検討。
　　⇒　２０年度通年ベース（１１８億円）から１８．４％のカット。
○見直しの内容

　【支　出】　１７４億円　→　１６１億円　（▲１３億円）

　　　人件費、一般の研究費、維持管理費　　▲１０％

　　　事務費　　　　　　　　　　　　　　　▲２０％
　　　特定の事業にかかる経費　　　　　　　▲４０％

　　　施設改修費、備品購入費　　　　　　　見合わせ
　【収　入】　　５４億円　→　　５６億円　（＋２億円）

　【効果額】
　　　平成２０年度　約１５億円 （１３億円＋２億円）
　 　 平成２１年度　約２１億円 （１９億円＋２億円）
○　公立大学法人大阪府立大学は、平成17年4月に３大学を再編、統合し、独立行政法人化もした。民間の経営ノウハウを活かすべく理事２人を外部から登用し、効率的で効果的な大学運営を行っており、全国の大学から視察者が多数来るなど全国76公立大学の改革モデルになっている。

　○　平成18年度の共同研究・受託研究の獲得件数が368件で公立大学のトップ（全国744大学の17位）、また、平成19年度の科学研究費補助金の新規獲得件数が143件で公立大学トップ（全国25位）であるなど、名実ともに全国トップクラスの高度研究型大学としての地位を築いている。

　　　加えて、少子化の中においても志願者数は19年度に比べ約900人（約10％）増加しており、受験生や保護者など社会からも厚く信頼され期待されている大学である。

　○　大学の運営については、地方独立行政法人法に基づき知事から示された「中期目標」に従って実施する義務を負っており、その取り組みとして、概ね10年間で25％の教員を計画的に削減することや職員人件費の削減等を行ってきた。


　○　府の財政非常事態については、大学としても認識しており、既に中期目標、中期計画を達成する取り組みに加え、９億円を上回る削減努力を行ってきたところである。
　
　○　他方、教員組織のスリム化を図っているこのような状況にあっても、地域社会に貢献する大学として、地域の課題や社会の要請に対応した特色ある研究を推進しており、平成19年度は府審議会委員等に延べ597名の教員が参画するなど、府のシンクタンク的機能も発揮している。

　
　○　以上のような府立大学の果たしている役割と実績に鑑みると、改革PT試案のような人件費や入学金など個別の費目について、一律的な基準で大学に対し削減努力を求めるよりも、独立行政法人化した趣旨・目的と教育研究機関の特性を踏まえ、公立大学法人自らの経営判断と経営努力に委ね、更なる協力を引き出す方向が望ましいと考えている。

　○　法人からは、大学の経営上の自律性を高めるための新たなルールを
　　確立することを前提として、相当額の削減に向けて努力するとの姿勢
　　が示されている。



　

[image: image1]




    

部局名�
生活文化部�
�
担当課名�
府民活動推進課�
�
担当者名


内線�
今野・谷


４８１９、４８２９�
�






103億円





　　●中期目標に基づく教員組織の計画的なスリム化


　　　⇒　概ね10年間で教員定数を25％削減（H14：944人⇒H24：708人）


　　　 　〔実績〕  H20.4.1現在　747人（▲21％）　　H17比  8.0億円


 　 ●中期計画に基づく職員人件費の削減


　　　⇒　中期計画　H22：H17×0.95〔対前年×0.99〕


　　　 　〔実績〕　H17比　4.1億円


　  ●中期計画に基づく管理運営経費の削減　


　　　⇒　中期計画　H22：H17×0.95〔対前年×0.99〕


　　　   〔実績〕　H17比　0.5億円





119億円





    ●教育研究成果の府民還元、府政への貢献


　　　 ⇒　公開講座参加者数　H18：延べ21,181名　公立大学トップ


　　　　　 府審議会委員等への参画　H19：延べ597名


　　　　　 府内企業等への技術移転、府立研究機関との共同研究　等





　








    ●教育研究の充実・質の向上                        ※全国744大学


　　　 ⇒　共同研究・受託研究の獲得件数　　H18：368件


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公立大学トップ（全国17位）


科学研究費補助金の新規獲得件数　H19：143件


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公立大学トップ（全国25位）


　　　　　 共同研究・受託研究等の外部研究資金獲得額　H18：約27.9億円


　　　　　　　　　　　　　                       　（H16比180.8％）


　　●受験生


　　　 ⇒　H20志願者数：10,037人（H19志願者数：9,144人）





＜大学の経営上の自律性を高めるための新たなルール＞


　　●大学の経営努力による財政効果額が相殺されることなく、法人の自主財源と


  　 して使えるよう算定ルールを変更すること。


   　・入学料、授業料収入等を大学の自主努力で増やしても、その分が運営費


   　  交付金から削減されるため、法人の経営努力が認められない。


 　　・運営費交付金については、人件費、その他経費の区別をなくし、総額で


    　 活用できるようにすること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





    ●行財政改革プログラムによる削減協力


　 　　⇒　H19まで更なる行財政改革の取組みに対する協力として


　　　　　 毎年1.97億円削減


      　  〔実績〕　H18：3.94億円、H19：1.97億円


　　●教員人件費の削減努力


　　　　　　H17～H19の削減効果額　3.29億円


　　　　⇒ 〔実績〕 H17：85百万円、H18：115百万円、H19：129百万円





131億円





130億円
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97億円





143億円





運営費交付金等の当初予算推移
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